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i宙cl:;t lY 1 (被告)は， Yl大学及びYI短大を設|事実 iL三ご三三J寵している学校法人であり，YZ (被告)
は，平成14年3月までお短大を設置していた学校
法人である(以下，一括して ryらJという)0XIな
いし X4(原告)は， YI大学ないしれ短大の実施し
た平成14年度入試の受験者， Xs (原告)は，Yz 
短大の実施した同年度入試の受験者訴外Aの親権
者である(以下，一括して rxらjということがある)。
XIらは， Yらが実施した前記入学試験に合格し，
Yらにより規定された入学手続に関して，各々次
のとおり対応した。
XI及びXzは，入学手続期間内に，入学金約25
万円を含む学納金約85万円を YIに支払ったが，
入学式に無断で欠席すると入学取消しとなる旨定
められていたにもかかわらず，同年4月5日に行
われた入学式に出席しなかった。なお，Xzは，母
である訴外Bが2月8日に電話でYIに対し入学を
辞退する旨告げたと主張しているが，裁判所の認
定事実としては採用されていない。
X3は，入学手続期間内に，入学金を含む学納金
約 85万円を YIに支払ったが，同年4月3日頃，
YIに対し，電話で入学を辞退する旨を告げた。
X4は，入学手続期間内に入学金のみを YIに支払
ったが，所定の期間内に入学金以外の学納金の納
入がない場合には合格を取り消すとされていたに
もかかわらず，手続期間内までに，他の学納金を
支払わなかった。
Xsは，入学手続期間内に，入学金15万円を含
む合計83万円をY2に支払ったが，平成14年3月
22日，YZに対して入学を辞退する旨を告げ，入学
金以外の学納金の返還を受けた。
本件は，以上の事実関係の下で， XらがYらに
対し， Xらが前記学納金を納付することによって
Yらとの間で各々締結されていた在学契約は，前
記のXらの各行為によりいずれも解約された，と
主張して，自己の支払った学納金 (xsについては未
返還の入学金。以下，一括して「本件学納金Jという)
の返還を各々請求したものである。
Yらは， これに対して，①X4については学納金
の全てを納入していない以上在学契約が成立して
いない，②本件学納金は，異体的な名目のいかん
を関わず，合格者が大学への入学資格を取得，保
持することの対価であり， Xらは一方的にこれを
放棄した以上，返還を求めることはできない，③
Yらの学則では，納付された学納金を返還しない
旨の「学納金不返還特約」があり，入学手続要項
等で受験生らに周知されていた，等と反論した。
XらはこのYらの反論に対してさらに，①大学
等と入学者との在学契約は消費者契約法にいう
「消費者契約jに該当し，②学納金不返還特約は，
同法9条1号により無効である，と主張した。
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漏吾記l~I な恥いし凶X3汁よ』にこわωつi判旨 I~:について全部認認、容。
I 大学と学生との聞の在学契約は，合格者が
入学手続を履践 H・H ・..入学手続の期間内に，所
定の書類……を提出し，学納金を納付すること)J
し， r大学等が，異議の留保することなくこれを受
領することJによって成立する。また， X4による
入学金の分納も， r在学契約上の義務の履行である
からJ在学契約が成立したと認められる。
1 学生が大学等に支払う金銭のうちは入学
金jを代表とする入学時のみに支払を求められる
費目は，大学等の提供する諸種の便益を受ける学
生としての地位を取得するについて，一括して支
商事判例研究平成 15年度28
学納金不返還特約と
消費者契約法
筑波大学助教授
星野自一.!ci!. 東京大学商法研究会
京都地裁平成15年7月16日判決
(平成14年間第1789号第l附第2附，甲野春子(仮
名)ほか4名対学校法人京都女子学園ほか 1名，学締金
返還請求・入学1
金返還請求事件/
判例時報1825号46頁
〔参照条文〕 消費者契約法2条・ 9条
払われるべき金銭であって，入学に伴って必要な
大学等の手続及び準備のための諸経費に要する手
数料としての性格を併せ有するものであり一 ， 
その他の学納金(授業料に代表されるもの)は，
各学年における狭義の教育活動，その他の役務，
施設の利用の対価と解するのが相当で‘ある。J
皿 「学生ないし入学希望者は，在学契約をいつ
でも将来に向かつて解約することができ(民法651
条参照)，その場合，……既払い学納金のうち，既
履行部分の報酬及び費用に相当するものを控除し
た金額の返還を請求することができるJが， r在学
契約は，平成14年4月1日を始期とするものであ
るから， Xl， X2及び、X3は，同日までに在学契約の
解約の意思表示をしなかったことにより， Yl大又は
Yl短大に入学し，その学生としての地位を取得する
に至って」おり， r入学金(……建設協力費，育友
会費のうち入会金を含む。……)は，学生として
の地位を取得するについて，一括して支払われる
べき金銭」であるから， rYlは，入学金に対応する
契約上の義務を履行したということができ， Xlら
は，……入学金相当額の返還を求めることはでき
ないj。
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も，仮に在学契約が不成立であるとしても，大学
受験から入学手続までの過程を在学契約とは別の
無名契約と見て消費者契約法を適用することは可
能であるし，そもそもその場合には，教育等の対
価としての意味を持つ学納金をYらが保持すべき
理由がないことになるから，具体的事案における
結論は変わらないものと考えられる。
国次に，本判決は，学純金の性格について，
入学金などの入学時に一括して納付すべきものと，
授業料などの各学年ごとに納付すべきものとを区
分し，前者は学生としての地位を取得することの
対価，後者は各学年における狭義の教育活動の対
価であるとする(判旨II)。そして，在学契約の始
期である 4月1Bに， Xらの学生としての地位の
取得についてYらによる義務履行があったとし，
入学金を初めとする入学時に一括して支払われる
学納金について，返還義務がなくなると判示する
(判旨困)。しかしながら，在学契約の始期を4月1
日とする部分については，入学者受入れの準備行
為が4月1日前に既に開始しているのが通常であ
ること，また，合格手続を履践した合格者に対し
ては，大学から在学契約を解除できなくなり，学
生としての地位が実質的に取得されたと考えられ
ることから，批判的な見解が少なくない。さらに，
本判決は，学納金の納付形態、に専ら着目し，入学
金のほか建設協力金等についても返還義務がなく
なるとしているが，締付形態、よりも学納金ごとの
用途・自的に応じた解釈を行うべきであるとの批
判が有力である(後掲各評釈参顛)。
この点に関する解釈は，学生としての地位の取
得を保障された後に入学を辞退しでも，入学金は
返還されない，ということを肯定すべきか否かに
関わってくる。本件以降の裁判例では，この論理
に従い入学金については返還不要とするものが多
数であるが(東京地判平成 16・12・20判タ 1194号
184真ほか)，大学が公益的存在であることを理由に
入学金の返還を命じた判決も現れており(横浜地判
平成17・4・28判時1903号111頁)，今後の裁判例
の動向が注目されるところである。もっとも，学
納金の名目と金額の振り分けについては，大学側
の裁量が棺当程度大きくなることが避けられず，
学納金として納付された各金員が分別されて当該
用途に使用されているかについても，厳密に判断
できない可能性がある。そうすると，入学金を学
生としての地位取得の対価と考えるとしても，大
学側の設定した名目額でなく，実質的客観的な金
額を算定する必要があるが，さらに，当該大学の
社会的評価を加味すべきか否か等，やや微妙な判
断が要求されることになるであろう。
lV 続いて，本判決は， Yらが事業を営む法人
であり， Xらがその相手方となる個人であること
から，本件在学契約に消費者契約法が適用される
lV rxらは， Yらとの在学契約に関しては，い
ずれも事業として又は事業のために契約の当事者
となる場合以外の億人である……から， (消費者契
約〕法にいう消費者であり(同法2条1項)，また，
Yらが法人であることは(争いがない〕から， Yら
は，同法にいう事業者に当たる(同法2条2項)J
から，消費者契約法の規定が「在学契約に適用さ
れることは明らかである。jそして， r在学契約を
締結した者が，入学以前あるいは入学の直後(入
学式)までに在学契約を解約することは，大学等
の不利な持期に解約をするものであり，原則とし
て大学等に対して損害を賠償する義務を負う(民
法656条， 651条2項参照)ところ，学納金不返
還特約は，係る場合に学納金を返還しないことを
定めるものであるから，J消費者契約法9条1号に
該当する特約である。
v r消費者契約法9条1号にいう f平均的損
害』とは，時一事業者が締結する多数の同種契約
事案について類型的に考察した場合に算定される
平均的な損害をいい，Jその f証拠が事業者側に偏
在していることに照らすと，平均的損害の金額は，
事業者が主張立証資任を負うと解するべきである。j
本件において， Yらは， xらにより将来支払われ
るべき学納金全額を平均的損害額である旨主張す
るが，追加合格，補欠合格の可能性等を考えると
認めることはできず，裁判所の釈明にかかわらず
他の事情について主張立証を行わないから， rxら
による在学契約の解約によって， Yらが被る平均
的損害……はないものとして扱うほかはなく，J学
納金不返還特約は無効である。
直言。
I 本件は，平成 14年以降相当数提起されたい
わゆる「学納金返還訴訟Jの皮切りとなった事案
であり，学納金不返還特約の効力を消費者契約法
との関係で無効とした初の裁判例である。本件以
前において，学納金不返還特約は，募集要項等に
明示されていることや，社会全体で受忍されてい
ることなどを理由に，有効性が一般的に認められ
ていた(大阪簡判昭和38・8・5下民集 14巻 8号
1523頁，最判平成9・3・20平成9年同第256号特例
集未登載〔法律論議70巻 4号147頁以下【資料〕参
賂))。しかしながら，本件以蜂，その理由付け及び
範囲は必ずしも一致していないが，原則として学
納金の返還を認めるべきとする下級審判決が相次
いでおり，本判決の理論的実務的意義の大きさは，
改めて指摘するまでもないものと思われる。
1 本判決は，まず，合格者が大学の規定する
入学手続に従い，学納金等を納付することによっ
て在学契約が成立するとし， X4についても，学納
金の一部納入は在学契約上の義務履行であるから，
在学契約が成立しているとする(判旨I)。もっと
判旨に一部疑問がある。
??????
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ても契約解除に基づく損害の問題とならないこと
は言うまでもない。
V 本件をはじめとする多数の訴訟が提起され
た結果，従来の取扱いが変更され，入学辞退者に
学納金を返還する大学が多数となっているようで
ある。このような傾向は，大学からの知識教授と
学納金の支払との対価関係を前提とする限り，あ
まりにも当然のことであるが， 53Uの面から見ると，
大学として提供する知識教授等の対価は，現実に
在学する学生のみが支払うべきこと，すなわち，
従来よりも学納金がある程度上昇する可能性があ
ることを併せ意味している。現在の大学の学納金
が大学からの知識教授等と適正な対価関係にある
か否かは見方により相当異なるが，大学と個々の
学生との在学契約をあくまで倍別的に考えていく
か，それとも，社会全体としての大学教育に対す
る支援体制を含めて学納金の適正額を考えるかに
よっても，評価が分かれるように思われる。
* 本判決の評釈として，窪田充見・ジュリ 1255号
92頁，長尾治助.NBL 768号4頁，円谷峻・私法判
例リマークス 29号46頁，鹿野菜穂子・判評553号
〔判時1879号) 7頁があるほか，本判決以外の裁判例
を含めた総合的な検討を行う論稿が多数ある。
(ほしの・ゆたか)
とし，さらに，本件学納金不返還特約は，消費者
が契約を解除した場合の損害賠償額の予定又は違
約金を定めるもので，同法9条1号に該当すると
している(判官IV)。そのうえで，本判決は，向条
関号にいう平均的損害の立証責任について，証拠
の偏在等から事業者にあるが，本件においてYら
による平均的損害の主張立証が実質的になされて
いないとして，学納金不返還特約全体を無効であ
ると判示している(判旨V)。本判決の特徴は，消
費者契約法の適用の有無から事案の解決に到るま
で，向法の条文の文言に忠実な解釈を行っている
点にある。この観点からすれば，同法が適用され
る在学契約は，向法が施行された平成 13年4月1
日以降に締結されたものに限られることになるか
ら，それより前の学納金不返還特約の効力につい
ては，民法 90条等の一般条項により争うほかない。
本件以降の裁判例でも，実質的に平成 14年度入試
の前か以後かで学納金の返還が認容されるか否か
が分かれる傾向があったが(大阪地判平成15・10・
6判時1838号 104頁大阪地判平成 15・9・19判時
1838号104頁)，公序良俗違反を理由に学納金の返
還を命じた判決が現れたため(大阪高判平成 16・9・
10判持1882号44頁)，改めて消費者契約法と民法
の一般条項との理論的関係を議論する必要が生じ
ている。
本件は，入試時期からすれば消費者契約法が適
用される事案であるため，学納金の不返還が同法
9条1号にいう「平均的な損害Jを超えるものか
が問題となる。「平均的な損害jとは，向種の契約
の解除につき当該事業者について生ずべき一般的
客観的な損害を指すとされているから(判旨V，溶
合誠一・消費者契約法 139頁)，入学辞退者があった
場合一般における大学としての「損害jを，個別
の毒事情を捨象して判断すべきこととなる。本件に
おいては， Yらは具体的な立誌を行わず， Xらの
卒業時までの全学納金を以て平均的損害と主張し
ているが，本判決の檎示するように，合格者数の
調整や，次年度以降の編入学等によって，入学辞
退者による学生数の減少に対処することが相当程
度可能であると考えると，大学に生ずる損害はせ
いぜいのところ，入学準備のための手続費用のみ
となるであろう。これを覆すためには，入学辞退
者に対しでも大学側の義務履行が本来の卒業時ま
で行われているか，あるいは，入学辞退者の存在
によって不合格となった者少なくとも 1名から学
納金納付の可能性が関ざされたか，いずれかを立
証する必要があるが，どちらも説得力があるとは
奮い難い。なお，前記のような，入学金を学生と
しての地位取得の対価とする考え方の下では，入
学手続の履践を以て，在学契約上の義務が入学金
に関して双方とも履行され，契約が一部完了した
と考えることになるから，入学辞退があったとし
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